
平成１３年３月期 中間決算短信(連結)  

上   場   会   社   名       味の素株式会社 上場取引所  東大名福京札

コード番号       2802 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 財務部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　安達　弘 ＴＥＬ(03)5250-8161
中間決算取締役会開催日　　　　平成１２年１１月２７日

１．１２年９月中間期の連結業績（平成１２年４月１日～平成１２年９月３０日）
(1)連結経営成績 （百万円未満切捨て）

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１２年９月中間期 440,765 4.4 14,975 5.8 19,812 17.8
１１年９月中間期 422,359 0.3 14,151 △12.3 16,823 △24.9
１２年３月期 829,422 33,050 41,209

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
１２年９月中間期 △20,236 － △31.16 －
１１年９月中間期 8,800 42.6 13.55 －
１２年３月期 17,658 27.19 27.09
(注)①持分法投資損益　１２年９月中間期　３,４９８百万円　　１１年９月中間期　３,４７９百万円　　１２年３月期　５,９７６百万円
     ②中間期末のデリバティブ取引の評価損益 36 百万円
　　 ③会計処理の方法の変更　　有
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
１２年９月中間期 811,047 338,480 41.7 521.19
１１年９月中間期 826,213 398,490 48.2 613.59
１２年３月期 808,045 405,622 50.2 624.58

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円
１２年９月中間期 5,963 △ 7,477 △ 3,960 56,229
１１年９月中間期 － － － －
１２年３月期 72,130 △29,219 △37,156 60,309

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　　連結子会社数　９２社　　持分法適用非連結子会社数　５社　　　持分法適用関連会社数　２７社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　連結（新規）　８社　　（除外）　３社　　　持分法（新規）　１社　　（除外）　７社

２．１３年３月期の連結業績予想（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円
通　　期 875,000 42,000 △11,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　△１６円９３銭

平成12年11月27日
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１．企業集団の状況

　当社グループ（味の素株式会社（以下「当社」という）及び当社の関係会社）は、当社、子会社 131 社及び関連会社 42 社より

構成され、調味料、油脂、加工食品、飲料・乳製品、医薬品・アミノ酸・化成品の製造及び販売、さらにその他の事業活動を行っ

ております。

　当社グループの当該事業における位置づけは次のとおりです。

事　業　区　分 製 品 区 分 主　要　な　会　社

調味料

(26 社)

(国内)

大味㈱…(注)、新日本コンマース㈱　他３社

(海外)

タイ味の素㈱、マレーシア味の素㈱、ペルー味の素㈱、味の素インテルアメリ

カーナ㈲、アジネックスインターナショナル㈱、インドネシア味の素㈱、ユニ

オン味の素㈱、シンガポール味の素㈱　他 13社

油脂

(4 社)

(国内)

味の素製油㈱、熊沢製油産業㈱　他２社

加工食品

(35 社)

(国内)

クノール食品㈱、味の素フレッシュフーズ㈱…(注)、デリカエース㈱

他 15 社

(海外)

タイ味の素冷凍食品㈱、タイ味の素ベタグロ冷凍食品㈱、連雲港味の素如意食

品㈲、シーピーシー／アジ（タイ）㈱、日清味の素アリメントス㈲　他 12 社

食品

(70 社)

飲料・乳製品

(5 社)

(国内)

味の素ゼネラルフーヅ㈱、カルピス㈱、カルピス味の素ダノン㈱

(海外)

タイ味の素カルピスビバレッジ㈱　他１社

ファイン

(36 社)

医薬・アミノ酸・

化成品

(36 社)

(国内)

味の素ファルマ㈱、㈱味の素タカラコーポレーション、味の素ファインテクノ

㈱　他 4社

(海外)

アメリカ味の素㈱、オムニケム㈱、味の素ユーロリジン㈱、ハートランドリジ

ン㈱、味の素ユーロ・アスパルテーム㈱、欧州味の素販売㈲、フォーラム（ホ

ールディング）㈱、ブリタニア・ファーマシューチカル㈱、スイス味の素㈱

他 20 社

包材

(4 社)

(国内)

㈱エースパッケージ　他１社

(海外)

フジエース㈱　他１社

物流

(17 社)

(国内)

味の素物流㈱、　他15 社

(海外)

エービーロジスティックス（タイランド）㈱

その他

(67 社)

サービス他

(46 社)

(国内)

㈱味の素コミュニケーションズ、味の素システムテクノ㈱、味の素エンジニア

リング㈱、日本チャールス・リバー㈱　他 18社

(海外)

エイ・アイ・エフ・インベストメント㈱　他 23社

(注)大味㈱は平成１２年１０月１日に商号を味の素パッケージング㈱に変更しています。

　　味の素フレッシュフーズ㈱は平成１２年１０月２日に商号を味の素冷凍食品㈱に変更しています。

なお、概要図は次のとおりです。
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製品の販売

原材料の供給

原材料の供給

原材料の供給

製品の供給

製品の包装

・販売

原材料の供給

製品の物流

製品・原材料

　　　の供給

製品・原材料

　　　の供給

情報処理・販売促進

・流通等のｻｰﾋﾞｽ等

概　　要　　図
　    海　　外                                                                          　国　　内　                 

　　（調味料事業(製造・販売) １３社）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（調味料事業 ５社）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（油脂事業 ４社）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　（調味料(販売)事業 ８社）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （加工食品事業 １８社）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　  製品の供給

　　（飲料事業 ２社）

　　（加工食品事業 １７社）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（飲料・乳製品事業 ３社）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　（アミノ酸事業(製造・販売) １０社）　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　（医薬・アミノ酸・化成品事業 ７社）

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　（医薬・アミノ酸(販売)・化成品事業 １９社）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（包材・物流事業 １８社）

　　（包材・物流事業３社）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（サービス他事業 ２２社）

　　（サービス他事業 ２４社）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 無印　連結子会社

　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※印　持分法適用会社

タ イ 味 の 素 ㈱                

味の素インテルアメリカーナ㈲                

ペ ル ー 味 の 素 ㈱                

マ レ ー シ ア 味 の 素 ㈱                

アジネックスインターナショナル㈱

ユ ニ オ ン 味 の 素 ㈱                ※

イ ン ド ネ シ ア 味 の 素 ㈱                

　　　　　　　　　　　他　６社

製
品
の
供
給

シ ン ガ ポ ー ル 味 の 素 ㈱                

　　　　　　　　　　　他　７社

食
　
　
品

原材料の供給

製品の供給

シーピーシー／アジ（タイ）㈱                ※

日 清 味 の 素 ア リ メ ン ト ス ㈲                ※

　　　　　　　　　　　他１１社

連 雲 港 味 の 素 如 意 食 品 ㈲                

タ イ 味 の 素 冷 凍 食 品 ㈱                

タイ味の素ベタグロ冷凍食品㈱                ※

　　　　　　　　　　　他　１社

　
　
　
　
　
味
　
　
の
　
　
素
　
　
㈱

製品の供給

製品の供給

ア メ リ カ 味 の 素 ㈱                

オ ム ニ ケ ム ㈱                

味 の 素 ユ ー ロ リ ジ ン ㈱                

ハ ー ト ラ ン ド リ ジ ン ㈱                

味の素ユーロ・アスパルテーム㈱                

　　　　　　　　　　　他　５社

製
品
の
供
給

フ
ァ
イ
ン

欧 州 味 の 素 販 売 ㈲                

フォーラム（ホールディング）㈱                

ﾌ ﾞ ﾘ ﾀ ﾆ ｱ ･ ﾌ ｧ ｰ ﾏ ｼ ｭ ｰ ﾁ ｶ ﾙ ㈱                

ス イ ス 味 の 素 ㈱                

　　　　　　　　　　　他１５社

そ
の
他

調味料　　大 味 ㈱            

　　　　　　　　　　　　他　２社

販　売　　新 日 本 コ ン マ ー ス ㈱            

　　　　　　　　　　　　他　１社

油　脂　　味 の 素 製 油 ㈱            

　　　　　熊 沢 製 油 産 業 ㈱            

　　　　　　　　　　　　他　２社

製品の供給

製品の包装・供給

加工食品　ク ノ ー ル 食 品 ㈱            

　　　　　　　　　　　　他　４社

冷凍食品　味の素フレッシュフーズ㈱

　　　　　　　　　　　　他　３社

その他食品　

　　　　　デ リ カ エ ー ス ㈱            

　　　　　　　　　　　　他　８社

製品の供給

製品の供給

飲　料　　カ ル ピ ス ㈱           ※

　　　　　味の素ゼネラルフーヅ㈱※

　　　　　カルピス味の素ダノン㈱※

製品の供給

医　薬　　味 の 素 フ ァ ル マ ㈱           

　　　　　　　　　　　　他　１社

化成品他　味の素ファインテクノ㈱

　　　　　　　　　　　　他　３社

包装・販売

　㈱味の素タカラコーポレーション

包　材　　㈱ エ ー ス パ ッ ケ ー ジ            

　　　　　　　　　　　　他　１社

物　流　　味 の 素 物 流 ㈱            

　　　　　　　　　　　　他１５社

ｴ ｲ ･ ｱ ｲ ･ ｴ ﾌ ･ ｲ ﾝ ﾍ ﾞ ｽ ﾄ ﾒ ﾝ ﾄ ㈱                

　　　　　　　　　　　他２３社

　　　　㈱味の素 ｺ ﾐ ｭ ﾆ ｹ ｰ ｼ ｮ ﾝ ｽ ﾞ             

　　　　味の素システムテクノ㈱             

　　　　味の素エンジニアリング㈱             

　　　　日 本 ﾁ ｬ ｰ ﾙ ｽ ･ ﾘ ﾊ ﾞ ｰ ㈱ ※             

　　　　　　　　　　　　他１８社

タイ味の素カルピスビバレッジ㈱                

　　　　　　　　　　　他　１社

フ ジ エ ー ス ㈱                

　　　　　　　　　　　他　２社
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２．経営方針

１． 経営の基本方針

　当社は、９０周年を迎え新たな出発という意味で、新しいコーポレートロゴおよびスローガ

ン「あしたのもと（A taste of the future）」を導入し、これを味の素㈱の象徴として、また当

社のブランド戦略の重要な施策と位置付けて展開しています。

この新しいコーポレートロゴおよびスローガン「あしたのもと（A taste of the future）」は、

味の素グループの企業理念「私たちは、地球的な視野にたち、“食”と“健康”、そして明日の

よりよい生活に貢献します。」をより端的に表現したものです。

味の素ｸﾞﾙｰﾌﾟ  経営基本方針

【事業目標】

  食品事業、アミノ酸を中心としたファインケミカル事業・医薬品事業を経営の柱として、地球

上の人々に貢献する世界企業を目指します。

【事業姿勢】

  つねに “お客様第一”を心がけ、豊かな創造性とすぐれた技術により、安全で高品質な商品・

サービスを提供します。

【経営姿勢】

  お客様、株主、地域社会、取引先、社員等全ての利害関係者を尊重し、簡明・迅速な意志決定

と公正で透明性の高い経営を行うとともに、株主への適正な利潤の還元と永続的な企業価値の増

大を図ります。

【社会的役割】

  良き企業市民として責任を自覚し、社会との調和をはかり、その発展に貢献します。

【企業風土】

  一人ひとりが、自らを高め、創造的で自由闊達な、活力ある集団を目指します。

２．会社が対処すべき課題

  国際競争力のある企業グループとして、連結の視点からの効率経営を一層強化するため、以下

の５つの施策に戦略的に取り組んでいきます。

　

①  連結経営の推進

　グループ強化の視点から 関係会社の整理・統合を進めてきました。2000 年 4月国内物流 3社

の合併、2000 年 10 月冷凍食品事業の分社化や包装事業の一元化を完了し、今後も引き続き、事

業の“選択と集中”を進めてまいります。2001 年 4月から、連結管理の情報システムを整備し、

連結決算事務処理の迅速化を図り、一層の効率経営とスピーディな事業運営を行います。
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② ブランド力の強化

  1999 年から、コーポレートロゴを一新し、国内外の全商品、子会社に導入しています。アミ

ノ酸技術を通して人々の食と健康に貢献する当社のイメージの浸透を図りました。今後も、高品

質、安心というブランドイメージを様々な媒体を通じて国内外で浸透させると共に、新しい企業

イメージ（革新性、先進性、先見性）を発信していきます。

       

③ 世界一のコスト競争力

　当社のコアビジネスにおいての世界一のコスト競争力の実現に向けプロジェクトを推進して

います。

  

④ 研究・開発体制強化

　一昨年に、ロシアに㈱味の素-ｼﾞｪﾈﾁｶ･ﾘｻｰﾁ･ｲﾝｽﾃｨﾁｭｰﾄを設立し、アミノ酸発酵技術開発の一層

の効率化・コスト競争力強化のための研究を進めています。医薬事業において、スピーデｨな研

究開発が行えるよう日米欧３極開発体制を構築したほか、国内では研究開発体制の効率化を目的

とした研究所の再編を実施し、効率化が図られています。さらに全ての研究者に対して、インセ

ンテｨブプログラムを設け、優れた研究成果には報酬制度を設けています。

⑤ 社会への貢献

　当社のブランドイメージの向上を図ると共に、企業市民としての責任を果たすため、食・栄養・

保健分野で開発途上国を中心に活動しています。また、教育、災害援助にも力を入れております。

進出している国のコミュニティへ利益を還元し、 その国の人々に愛され、信頼される企業にな

るための重要な取り組みとして、今後も国際的な社会貢献活動を積極的に実施していきます。
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３．経営成績

１．当期の概況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（億円）

　 売上高   営業利益   経常利益  当期純利益
12年 9月中間期    4,407     149     198   △ 202
11年 9月中間期    4,223     141     168       88
前期比 　 104.4%    105.8%    117.8%    　－

当期の業績全般の概況

　

　当中間期のわが国経済は企業部門においては若干回復のきざしが見られるものの、個人消費の

回復が遅れるなど全体としては厳しい状況が続いております。食品業界におきましては、依然と

して個人消費が伸び悩み、商品の低価格化が進むなど、厳しい状況が続きました。世界経済にお

いて、アメリカ経済は景気拡大テンポが低下してきましたが、ヨーロッパ経済・アジア経済は堅

調に推移しました。

　このような環境にありまして、国内の売上げについては、食品販売が猛暑の影響を受けつつも、

前年同期を若干上回り、化成品（電子材料含む）、栄養食品も好調に推移しました。海外の売上

げについては、アジアを中心とした食品販売および飼料用アミノ酸販売が、現地通貨ベースでは

順調だったものの、円貨ベースでは通貨下落の影響を受けました。以上の結果、当中間期の連結

売上高は、前年同期を 184 億円上回る 4,407 億円（前年同期比 104.4%）、同経常利益は前年同期

を 29億円上回る 198 億円（前年同期比 117.8%）となりましたが、中間純損益につきましては、

退職給付会計の制度変更時差額を当中間期に一括償却したこと等により、202億円の当期純損失

となりました。

　なお、当期の中間配当金は、前期と同様１株当たり 5円とさせていただきました。

当期のセグメント別の概況

                                                        （億円）
　　売上高  前年同期増減  前年同期比

食品     　3,110 　　＋  29    101.0%
ファイン 　　    822     ＋ 164    125.0%
その他         474     △  10     97.8%

(１) 食品事業
　食品事業の売上高は、前年同期を 29億円上回る 3,110億円（前年同期比 101.0%）、営業利益
は、前年同期を 2億円上回る 104億円（前年同期比 102.8%）となりました。売上高および営業
利益は円高の影響を受けたものの、国内においてコーヒー類・飲料が猛暑の影響により増収とな

り、油脂・冷凍食品等を中心にコストダウンを徹底したことにより、増益となりました。
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①　日本

　＜調味料＞　家庭用は、「
ｸｯｸ  ドｩ

Cook Do」が広告と連動した積極的な販促活動により増収となり、そ

うざいの素「ごはんがススムくん」も好調に売上げを伸ばしましたが、「ほんだし」が猛暑の影

響を受けたこともあり、全体としてやや減収となりました。業務用は、外食市場向け液体和風だ

しや中華調味料が大手得意先での採用拡大などにより好調でしたが、核酸が、市況悪化の影響を

受け、全体として概ね前年並みの実績となりました。

＜油脂＞　食用油は、家庭用がオリーブオイルの伸長があったものの、サラダ油の販売価格下落

により減収となりました。業務用は加工油脂を中心に拡売したものの、販売価格の低下により前

年を下回りました。ミール類は、国際相場の好転もあり、増収となりました。

＜加工食品＞　スープ類は、製品力強化を訴求したマーケティングにより、前年実績を確保しま

した。マヨネーズ類は、広告・販促活動の成果により、順調に売上げを伸ばしました。ケロッグ

製品は、前年を大幅に下回りました。

＜冷凍食品＞　家庭用が“やわらか若鶏から揚げ”等が売上げを伸ばしたことにより、前年並み

の実績を確保しました。業務用は、主力のギョーザ類が順調に売上げを伸ばしたものの、概ね前

年並みの実績となりました。冷凍パン生地は、引き続き前年を上回りました。

＜コーヒー類＞　「ブレンディ」の販促キャンペーンと猛暑による液体コーヒーの大幅な伸長に

より、順調に売上げを伸ばしました。

＜カルピス㈱製品＞　「カルピスウォ－ター」等の好調に支えられ前年実績を上回りました。

＜チルド乳製品＞　コンビニエンスストアへの拡販もあり、大幅な増収となりました。

②アジア

＜調味料＞　家庭用商品は特に風味・混合調味料を中心に各国とも概ね販売量が増加し、現地通

貨ベースの売上げは前年を上回りましたが、円高の影響により円貨ベースの売上高は減少しまし

た。

③米州

＜調味料＞　家庭用商品はペルーにおいて堅調に売上げを伸ばしたものの、業務用商品は北米お

よび南米において販売価格下落により、前年をわずかに下回りました。米州全体での売上げはわ

ずかに減少しました。

④欧州

＜調味料＞　業務用商品の売上げは、市況悪化および欧州通貨の下落により減少しました。

(２)ファイン事業
　ファイン事業の売上高は、前年同期を 164億円上回る 822億円（前年同期比 125.0%）となり、
営業利益は、前年同期を 12億円上回る 29億円（前年同期比 177.1%）となりました。医薬品は
前年 12月、輸液・栄養医薬品事業会社を設立したことにより大幅な増収を達成しました。甘味
料は当年 5月、欧州の生産、販売の両合弁会社の 50%持分を買収し、100%子会社化したことに
より大幅な増収を達成しました。医薬用アミノ酸・医薬中間体は販売価格の下落および円高の影

響により、減収となりましたが、飼料用アミノ酸の市況は回復基調にあり大幅な増収となりまし
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た。

①日本

＜医薬品＞　糖尿病用剤「ファスティック」の普及および肝疾患用分岐鎖アミノ酸製剤「リーバ

クト」や経腸栄養剤「エレンタール」の伸長などにより順調に売上げを伸ばしました。

＜医薬用アミノ酸＞　国内では輸液の薬価改定による価格の引き下げを受け、輸出は欧米輸出分

の為替差損の影響等により、全体として前期を下回りました。

＜医薬中間体＞　抗ウィルス剤用販売が本格化してきたものの、前年を下回りました。

＜アミノ酸栄養食品＞　「アミノバイタル」は、積極的な販促活動と新製品の投入により、大幅

な増収となりました。

＜アミノ酸系甘味料＞　アスパルテームは、国内の「パルスイート」の販売が順調だったものの、

輸出が落ち込み、大幅な減収となりました。

＜化成品＞　化粧品原料が増収となったことに加え、コンピュータ処理装置用の多層間絶縁フィ

ルムが大幅に伸長し、大きく実績を伸ばしました。

　

②アジア

＜飼料用アミノ酸＞　市況回復により増収となりました。

③米州

＜飼料用アミノ酸＞　市況回復により増収となりました。

＜医薬用アミノ酸＞　販売価格の下落・円高の影響により減収となりました。

＜アミノ酸系甘味料＞　競争激化の中新しい得意先を開拓し増収となりました。

　

④欧州

＜飼料用アミノ酸＞　欧州通貨下落の影響を受けましたが、市況回復により大幅な増収となりま

した。

＜医薬用アミノ酸＞　販売価格の下落・欧州通貨下落の影響により大幅な減収となりました。

＜アミノ酸系甘味料＞　生産、販売の両合弁会社の 50%持分を買収し、100%子会社化したことに

より大幅な増収を達成しました。

(３)その他

　その他事業の売上高は前年同期を 10億円下回る 474 億円（前年同期比 97.8%）、営業利益は前

年同期を 7億円下回る 22億円（前年同期比 66.7%）となりました。

①日本

「味液」は、やや減収となりました。蛋白質改質酵素（トランスグルタミナーゼ）「アクティバ」

は、新規需要の開拓により、大幅な増収となりました。エンジニアリングは増収となりました。
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　２．通期の見通し

                                                                       （億円）
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

平成 13年 3月期   8,750     390     420    △ 110
平成 12年 3月期   8,294     330     412       176
前期比  105.5%  118.0%  101.9%     －

　わが国の経済は、全体としては緩やかな回復基調にありますが、雇用情勢は依然厳しく個人消

費の回復が遅れる状況が続くことが予想されます。食品業界においては商品の低価格化が進むな

ど、当社を取り巻く企業環境は、引き続き厳しいものと予想されます。

　こうした環境下、通期の売上高は前期比 5.5%増の 8,750 億円、経常利益は前期比 1.9%増の
420億円、当期純損益は退職給付会計の制度変更時差額を一括償却したこと等により、110億円
の損失を見込んでおります。

　飼料用アミノ酸の市況は当年 6 月を底として改善されつつあり、国内食品事業につきまして
も、秋の需要期にあたり「ほんだし」の発売 30周年記念キャンペーンを実施するなど販売の拡
大をはかっております。また、医薬事業および電子材料等の新しい事業分野も堅調に進展してお

り、既存事業の強化に加えこれらの新分野の寄与とで更なる事業の拡大を目指します。

　なお、下期為替レートは、１０５円／１US$で設定しています。
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　４．中間連結財務諸表等

連結損益計算書

（百万円未満切捨て）

科 目 １ ２ 年 ９ 月 中 間 期 １ １ 年 ９ 月 中 間 期 増 減 １ ２ 年 ３ 月 期

売 上 高 ４４０,７６５ 100.0% ４２２,３５９ 100.0% １８,４０６ ８２９,４２２ 100.0%

売 上 原 価 ３３０,８５５ 75.1 ３２１,４５１ 76.1 ９,４０３ ６１３,７５１ 74.0

売 上 総 利 益 １０９,９１０ 24.9 １００,９０７ 23.9 ９,００２ ２１５,６７０ 26.0

販売費及び一般管理費 ９４,９３５ 21.5 ８６,７５５ 20.5 ８,１７９ １８２,６２０ 22.0

営 業 利 益 １４,９７５ 3.4 １４,１５１ 3.4 ８２３ ３３,０５０ 4.0

営 業 外 収 益 １０,４３０ 2.4 ９,７１１ 2.3 ７１９ １８,５４３ 2.2

受 取 利 息 ６３４ ８４３ △ ２０９ １,８３８

受 取 配 当 金 ４７９ ５９４ △ １１４ ９８９

持分法による投資利益 ３,４９８ ３,４７９ １９ ５,９７６

雑 収 入 ５,８１８ ４,７９３ １,０２４ ９,７３８

営 業 外 費 用 ５,５９３ 1.3 ７,０３９ 1.7 △ １,４４６ １０,３８３ 1.2

支 払 利 息 ２,４２０ ２,５７３ △ １５３ ５,２９８

雑 損 失 ３,１７３ ４,４６５ △ １,２９２ ５,０８５

経 常 利 益 １９,８１２ 4.5 １６,８２３ 4.0 ２,９８９ ４１,２０９ 5.0

特 別 利 益 ７,９３８ 1.8 １,０９４ 0.3 ６,８４４ １０,７６５ 1.3

固 定 資 産 売 却 益 １,６０３ ５８４ １,０１８ ５,４６８

投資有価証券売却益 ５,１１７ ５０ ５,０６６ ７１５

そ の 他 １,２１７ ４５９ ７５８ ４,５８１

特 別 損 失 ５９,９６２ 13.6 ４,５６８ 1.1 ５５,３９４ １７,６３９ 2.2

退職給付会計基準変更時差異 ５２,６７０ － ５２,６７０ －

調整年金等過去勤務債務繰入 － ２,３９０ △ ２,３９０ ５,００８

固 定 資 産 除 却 損 １,６１１ １,８８５ △ ２７３ ４,２６７

関 係 会 社 整 理 損 ２,４２３ ９ ２,４１４ １０９

課 徴 金 ２,６３６ － ２,６３６ －

そ の 他 ６１９ ２８３ ３３６ ８,２５３

税金等調整前中間(当期)純利益 － １３,３４９ 3.2 △ １３,３４９ ３４,３３６ 4.1
税金等調整前中間純損失 ３２,２１１ 7.3 － ３２,２１１ －

法 人 税、住 民 税
及 び 事 業 税 １０,０５７ 2.3 ５,７５８ 1.4 ４,２９９ １５,１８３ 1.8

法 人 税 等 調 整 額 △２３,７１９ △5.4 △ ２,１９１ △0.5 △ ２１,５２７ △ １,１４８ △0.1

少 数 株 主 損 益 １,６８６ 0.4 ９８２ 0.2 ７０４ ２,６４２ 0.3

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 － ８,８００ 2.1 △ ８,８００ １７,６５８ 2.1

中 間 純 損 失 ２０,２３６ 4.6 － ２０,２３６ －
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                                 連 結 貸 借 対 照 表

                                                                             （百万円未満切捨て）

１２年９月中間期

(12. 9. 30 現在)

 １２年３月期             

(12. 3. 31 現在)

   増　　　減 １１年９月中間期

(11. 9. 30 現在)

　　（資 産 の 部              ）   ８１１,０４７   ８０８,０４５     　３,００２   ８２６,２１３

流 動 資 産                    ３２９,３６３   ２９６,２２０ 　　３３,１４２   ３０７,８４３

  現 金 ・ 預 金                        

  受 取 手 形 ・ 売 掛 金                        

  有 価 証 券                        

  た な 卸 資 産                        

  繰 延 税 金 資 産                        

  そ の 他 の 流 動 資 産                        

  貸 倒 引 当 金                        

固 定 資 産                  

    ４６,５３３

  １５１,５９２

    １０,２０１

    ９３,９９２

      ６,５７３

    ２２,６７２

△　  ２,２０２

  ４８１,６８３

    ５５,３７４

  １２２,６３２

    １０,７７５

    ８５,３９９

      ６,１８６

    １７,５６４

△ １,７１３

  ４３６,７５９

△    ８,８４１

　　２８,９６０

△　　　 ５７３

   　 ８,５９３

　　　　 ３８７

　　　５,１０７

△    ４８９

 　 ４４,９２４

    ５６,７７８

  １２７,６６７

    １１,４７４

    ８９,４４３

      ５,９５０

    １８,１７７

△    １,６４８

  ４５８,９８３

有 形 固 定 資 産                  ２８１,５６１   ２７９,２５１       ２,３０９   ２８４,６５３

  建 物 ・ 構 築 物                        

　機 械 装 置 ・ 運 搬 具                        

  減 価 償 却 累 計 額                        

　土 地                        

  建 設 仮 勘 定                        

無 形 固 定 資 産                

  ２１６,４４１

  ３８６,６５３

△３９８,６０６

    ６７,０７６

    　９,９９７

    ３４,４９３

  ２０６,２５３

  ３７０,２５０

△３７９,７３１

    ６７,６２４

    １４,８５４

    ３５,１１８

　　１０,１８７

    １６,４０３

△  １８,８７５

△　　　 ５４７

△ ４,８５７

△　　　 ６２４

  ２０７,６４５

  ３８０,５０８

△３８３,７７８

    ６４,４７８

    １５,８００

    ３２,４８１

  連 結 調 整 勘 定                        

  その他の無形固定資産                        

投資その他の            資産

    １８,３５７

  　１６,１３６

　１６５,６２８

    １９,３７５

    １５,７４３

  １２２,３８９

△    １,０１７

      　 ３９２

　　４３,２３９

    ２０,３９１

    １２,０８９

  １４１,８４８

  投 資 有 価 証 券                        

  長 期 貸 付 金                        

  繰 延 税 金 資 産                        

  その他の投資その他の資                      産

  貸 倒 引 当 金                        

  １３９,５１８

         ４０９

    １５,７５０

    １０,２９１

△       ３４１

  １０２,１０７

    　   ３７６

      ７,４７３

    １３,２１２

△    　 ７７９

　　３７,４１１

　　　　　 ３３

      ８,２７７

△　　２,９２１

　　　　 ４３８

  １１５,５６７

         ５２６

      ８,２０１

    １８,４４７

△       ８９３

為替換算調整勘定                               －     ７５,０６５ △　７５,０６５     ５９,３８６

       合　　　　　計   ８１１,０４７   ８０８,０４５     　３,００２   ８２６,２１３
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                                                                           　（百万円未満切捨て）

１２年９月中間期

(12. 9. 30 現在)

  １２年３月期

(12. 3. 31 現在)

   増　　　減 １１年９月中間期

(11. 9. 30 現在)

　　（負 債 の 部              ）   ４５５,２６０ 　３７９,４３５     ７５,８２５   ４０２,２６０

流 動 負 債                    ２４５,３９３ 　２１２,６４７ 　　３２,７４５   ２３９,５７５

  支 払 手 形 ・ 買 掛 金                        

  短 期 借 入 金                        

  コマ－シャルペ－パ－                        

　１年以内償還予定社債            

  未 払 金                        

  未 払 費 用                        

　未 払 法 人 税 等                        

　そ の 他 の 流 動 負 債                        

固 定 負 債                  

  １０３,０９５

    ５１,７１５

    　５,０００

  　１０,０００

　　２０,０３３

　  ３２,３８１

  　  ９,６９０

  　１３,４７６

　２０９,８６７

  　８２,１１５

    ５５,２８５

    　４,０００

　　　　　　 －

  　１９,２７８

  　３３,０３１

    　８,７９６

    １０,１４０

　１６６,７８７

    ２０,９８０

△  　３,５７０

　　　１,０００

　　１０,０００

　　　　 ７５４

△    　 ６４９

　　　　 ８９３

      ３,３３６

    ４３,０７９

    ９３,８９９

    ６４,２１９

    １９,９９９

　　　　　　 －

    １７,６７７

    ３２,００５

      ６,１９６

      ５,５７８

  １６２,６８４

  社　　　　　　　　　　債

　転 換 社 債                        

　長 期 借 入 金                        

  退 職 金 引 当 金                        

　退 職 給 付 引 当 金            

　役 員 退 職 金 引 当 金            

  繰 延 税 金 負 債                        

  そ の 他 の 固 定 負 債                        

    ６０,０００

　  １８,３０３

  　３６,４９４

　  　　　　 －

    ７１,９９６

　　　１,４９０

　  　５,６９０

　　１５,８９２

    ７０,０００

  　１８,３０４

    ３５,７４７

  　２１,４６２

　　　　　　 －

　　　　　　 －

    　４,３３６

    １６,９３７

△　１０,０００

△           １

　　　　 ７４６

△　２１,４６２

　　７１,９９６

　　　１,４９０

      １,３５３

△　　１,０４４

    ７０,０００

    １８,３０４

    ３３,１２４

    ２０,７７５

　　　　　　 －

　　　　　　 －

      ４,０７２

    １６,４０９

　　（少数株主持分              ）     １７,３０６     ２２,９８７ △　　５,６８０     ２５,４６２

    （資 本 の 部              ）   ３３８,４８０   ４０５,６２２ △　６７,１４１   ３９８,４９０

資 本 金            

資 本 準 備 金            

連 結 剰 余 金            

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定            

自 己 株 式            

    ７９,８３６

  １１１,１２３

  １９２,８８６

　　２２,３６５

△　６７,７２１

△　　　　 １０

    ７９,８３６

  １１１,１２３

　２１４,６７３

　　　　　　 －

　　　　　　 －

△         １０

             ０

             ０

△  ２１,７８７

　　２２,３６５

△　６７,７２１

             ０

    ７９,８３６

  １１１,１２３

  ２０７,５３８

　　　　　　 －

　　　　　　 －

△           ６

　　　　合　　　計   ８１１,０４７ 　８０８,０４５  　 　３,００２   ８２６,２１３



 12

                                  連結剰余金計算書

                                                                                                           
                                                                             　（百万円未満切捨て）

    
     　 　科　　　　　　　目

 １２年９月中間期

 (12. 9. 30 現在)

 １１年９月中間期

 (11. 9. 30 現在)

　１２年３月期              

 (12. 3. 31 現在)

  
連 結 剰 余 金 期 首 残 高                                      　　２１４,６７３     ２０４,４８８ 　 ２０４,４８８

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

連結子会社の増加による剰余金増加高                                      

連結子会社の減少による剰余金増加高                                      

持分法適用会社の増加による剰余金増加高

持分法適用会社の減少による剰余金増加高

連結子会社の決算期変更による剰余金増加高                   

持分法適用会社の決算期変更による剰余金増加高                   

連結子会社の合併による剰余金増加高                   

そ の 他 の 連 結 剰 余 金 増 加 高                                      

連結子会社の増加による剰余金減少高                                      

連結子会社の減少による剰余金減少高                                      

持分法適用会社の増加による剰余金減少高

持分法適用会社の減少による剰余金減少高

連結子会社の決算期変更による剰余金減少高                   

持分法適用会社の決算期変更による剰余金減少高                   

そ の 他 の 連 結 剰 余 金 減 少 高                                      

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益                   

中 間 純 損 失                   

               ２

               －

               －

               －

        １,３２９

　　　　１,５５９

           １５７

　　　　　　　 ８

           ４０９

               －

             ２６

               －

           ４９１

　　　　　 ２４７

        ３,４３２

　　　　　　　 －

　　　２０,２３６

　　　　　　　  

        　　　 －

        　　　 －

           ２０９

             ２８

　　　　　　　 －

　　　　　　　 －

　　　　　　　 －

　　　　　　　 －

        １,２５４

               ２

　　　　　　　 －

　　　　　　　 －

               －

　　　　　　　 －

        ４,７３１

        ８,８００

　　　　　　　 －

         

 　    　 ３０６

       　　 ２２

          ３８３

          １６８

　　　 １,２２５

　　　　　　　－

　　　　　１１９

　　　　　　　－

　　　　　７６９

              －

　　　　　　５３

　　　　　１４５

          ７５２

　　　　　　　－

 　　　７,９７８

　　 １７,６５８

              －

      

  

  

  

  

  

  

  

  

  
連 結 剰 余 金 期 末 残 高                                          １９２,８８６     ２０７,５３８    ２１４,６７３
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           　　　　　　　　　　　　　　　　　　連結キャッシュ・フロー計算書
                                                                                　　　　     （単位：百万円）

当中間連結会計期間

平成１２年４月　１日

平成１２年９月３０日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                 　

                                           　  期　　別

　科　　目

金　　額

　　Ⅰ.営業活動によるキャッシュ・フロー
　　１.税金等調整前中間純損失

　　２.減価償却費

　　３.連結調整勘定償却額

　　４.退職給付引当金の増加額

　　５.債務保証損失引当金の減少額

　　６.受取利息及び受取配当金

　　７.支払利息

　　８.持分法投資損益

　　９.投資有価証券売却損益

　１０.関係会社整理損

　１１.売上債権の増加額

　１２.仕入債務の増加額

　１３.たな卸資産の増加額

　１４.未払消費税等の減少額

　１５.課徴金

　１６.その他

 　　　　小　　計

　１７.利息及び配当金の受取額

　１８.利息の支払額

　１９.課徴金の支払額

　２０.法人税等の支払額

　　　　 営業活動によるキャッシュ・フロー

　　Ⅱ.投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　１.有価証券の売却による収入

　　　２.有形固定資産の取得による支出

　　　３.有形固定資産の売却による収入

　　　４.無形固定資産の取得による支出

　　　５.収用補償金等による収入

　　　６.投資有価証券の売却による収入

　　　７.関係会社整理に伴う立替支出

　　　８.連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出

　　　９.その他

　　　 　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　Ⅲ.財務活動によるキャッシュ・フロー
     １.短期借入金の純増加額

　 　２.長期借入れによる収入

　 　３.長期借入金の返済による支出

　 　４.配当金の支払額

　 　５.少数株主への配当金支払額

　 　６.その他

　　　  財務活動によるキャッシュ・フロー

　　Ⅳ.現金及び現金同等物に係る換算差額

　　Ⅴ.現金及び現金同等物の減少額

 　Ⅵ.現金及び現金同等物の期首残高

　　　 連結の範囲の変更による期首残高増加額

       連結子会社の決算期の変更による期首残高増加額

　  Ⅶ.現金及び現金同等物の期末残高

　　　　△３２，２１１

　　　　　１６，９２８

　　　　　　３，３８４

　　　　　５１，７０４

　　　　　　　△９５７

　　　　　△１，１１３

　　　　　　２，２４０

　　　　　△３，４９８

　　　　　△４，８８２

　　　　　　２，４２３

　　　　△２８，５１６

　　　　　２２，５３７

　　　　　△６，１２８

　　　　　　　△９３５

　　　　　　２，６３６

　　　　　△４，７１６

　　　　　１８，８９７

　　　　　　１，０５０

　　　　　△２，３６７

　　　　　△２，６３６

　　　　　△８，９８１

　　　　　　５，９６３

　　　　　　４，４８４

　　　　△２１，３５７

　　　　　　６，６４１

　　　　　　　△３６６

　　　　　　３，５８９

　　　　　　６，２０９

　　　　　△１，２５６

　　　　　△６，４４３

　　　　　　１，０２２

　　　　　△７，４７７

                ９６６

　　　　　　１，８２８

　　　　　△２，９５８

　　　　　△３，２４７

　　　　　　　△２０７

　　　　　　　△３４０

　　　　　△３，９６０

　　　　　△１，０８６

　　　　　△６，５６１

　　　　　６０，３０９

　　　　　　１，２６０

　　　　　　１，２２０

　　　　　６２，７９１

          ５６，２２９
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連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．　連結の範囲

　　　連結子会社は、国内 44社、在外法人 48社の合計 92社です。前期まで非連結子会社であ

　　　った㈱味の素-ジェネチカ･リサーチ･インスティチュートほか 4社を重要性を勘案し連結

　　　の範囲に含めました。追加取得により、前期まで持分法を適用していた味の素ユーロ･ア

　　　スパルテーム㈱及びスイス味の素㈱を当中間期から連結の範囲に含めました。合併に伴い

　　　、三宝運輸㈱ほか 1社を連結の範囲から除外しました。また、清算に伴い、ジェイ･エム･

　　　タイパン㈱を連結の範囲から除外しました。

２．　持分法の適用の範囲

　(１)　持分法を適用した非連結子会社は、在外法人 5社です。

(２) 持分法を適用した関連会社は、国内 11社、在外法人 16社の合計 27 社です。前期まで

持分法を適用していなかったシマダヤ㈱を重要性を勘案し当中間期より持分法を適用

しました。株式売却により、エーストレーディング㈱東京ほか 2社を持分法の適用の範

囲から除外しました。また、１．連結の範囲で記載したように、味の素ユーロ･アスパ

ルテーム㈱及びスイス味の素㈱を持分法適用の範囲から除外し、連結の範囲に含めまし

た。

３．　連結子会社及び持分法適用会社の中間決算日等

　　　　連結子会社のうち、タイ味の素㈱ほか 17社の中間決算日は 6月 30日です。そのうち、

　　　　14社は 9月 30日にて仮決算を行っております。持分法適用会社のうちカルピス㈱ほか

　　　　16社の中間決算日は 6月 30日、シーピーシー・アジ（タイランド）㈱ほか6社の中間

　　　　決算日は 3月 31日です。そのうち、21社は 9月 30日にて仮決算を行っております。

　　　　仮決算を行わない会社についても、連結財務諸表の作成にあたっては同中間決算日現在

　　　　の財務諸表を使用しており、連結中間決算日までの期間に発生した重要な取引について

　　　　は連結上必要な調整を行っております。なお、当中間期より、連結子会社のうち熊沢製

　　　　油産業㈱ほか 10社につきましては 6月 30日から 9月 30日に中間決算日を変更してお

　　　　ります。

４．　会計処理基準

　(１)　重要な資産の評価基準および評価方法

　　　１）　有価証券

　　　　　　①その他有価証券

　　　　　　　・時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主と

　　　　　　　　　　　　　　　　　して移動平均法により算定）

　　　　　　　・時価のないもの…主として移動平均法による原価法

　　　２）　たな卸資産

　　　　　　親会社及び主な連結子会社は総平均法による低価法によっています。
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　(２)　重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　　１）　有形固定資産

　　　　　　親会社及び国内連結子会社は主として定率法を採用し、在外連結子会社は定額法を

　　　　　　採用しています。

　　　２）　無形固定資産

　　　　　　定額法を採用しています。

　(３)　重要な引当金の計上基準

　　　１）　貸倒引当金

　　　　　　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

　　　　　　に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　　　

　　　２）　退職給付引当金

　　　　　　親会社及び主な国内連結子会社は従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

　　　　　　おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生して

　　　　　　いると認められる額を計上しております。なお、会計基準変更時差異額（52,293

　　　　　　百万円）については、当中間期において一括費用処理しております。

　　　３）　役員退職慰労引当金

　　　　　　親会社及び国内連結子会社 18社は、役員退職慰労金の支給に備えるため内規に基

　　　　　　づく当中間期末要支給額の全額を計上しています。

　(４)　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　　　　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

　　　　益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債、収益及び費用は、中

　　　　間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調

　　　　整勘定に含めております。

　(５)　重要なリース取引の処理方法

　　　　親会社及び国内連結子会社は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

　　　　以外のファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

　　　　理を採用しております。一部の在外連結子会社は、当該国の会計原則にもとづき、ファ

　　　　イナンス・リース契約によるリース資産を有形固定資産に計上しています。

　(６)　消費税等の会計処理方法

　　　　親会社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式を採用

　　　　しております。なお、未払消費税等は、その他の流動負債に含めております。
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５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価方法によっています。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

　　　連結調整勘定は原則として 5年間で均等償却しております。なお、クノール食品㈱、オム

　　　ニケム㈱との間の連結調整勘定は、それぞれ 25年、20年で均等償却を行っております。

　　　また、金額が僅少な連結調整勘定は当該勘定が生じた期の損益として処理しております。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　手許現金、要求払預金及び取得日から 3ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易

　　　に換金可能であり、かつ、価格の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資で

　　　す。
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追加情報

１． 退職給付会計

　　　当中間期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意

　　　見書」（企業会計審議会　平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。この変更に

　　　伴い、従来の方法によった場合に比べ、退職給付費用は 50,342 百万円多く、経常利

　　　益は 1,362 百万円少なく、税金等調整前中間純損失は 50,113 百万円多く計上されて

　　　おります。

２．金融商品会計

　　　当中間期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する

　　　意見書」（企業会計審議会　平成11 年 1月 22 日））を適用しております。この変

　　　更による損益への影響は軽微であります。

　　　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券に含まれ

　　　ている債券のうち１年以内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、そ

　　　れら以外は投資有価証券として表示しております。その結果、流動資産の有価証券

　　　は 745百万円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

３．外貨建取引等会計基準

　　　当中間期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の

　　　改訂に関する意見書」（企業会計審議会　平成 11 年 10 月 22 日））を適用しており

　　　ます。この変更による損益への影響は軽微であります。また、前期において「資

　　　産の部」に計上していた為替換算調整勘定は、中間連結財務諸表規則の改正により

　　　、「資本の部」並びに「少数株主持分」に含めて計上しております。



18

５.セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報

当中間期 （百万円未満切捨て）

期 間 自 平成１２年 ４ 月 １ 日
至 平成１２年 ９ 月３０日

セグ
メント 食品 ファイン その他 計 消去又は 連結

科 目 全 社

Ⅰ．売上高及び営業損益
売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 311,082 82,231 47,452 440,765 － 440,765
(2) セグメント間の内部売上高 5,863 991 29,383 36,238 (36,238) －

計 316,945 83,223 76,835 477,004 (36,238) 440,765

営 業 費 用 306,463 80,256 75,307 462,027 (36,236) 425,790

営 業 利 益 10,482 2,966 1,527 14,976 ( 1) 14,975

前年中間期 （百万円未満切捨て）

期 間 自 平成１１年 ４ 月 １ 日
至 平成１１年 ９ 月３０日

セグ
メント 食品 ファイン その他 計 消去又は 連結

科 目 全 社

Ⅰ．売上高及び営業損益
売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 308,095 65,763 48,500 422,359 － 422,359
(2) セグメント間の内部売上高 6,727 688 26,805 34,222 (34,222) －

計 314,823 66,451 75,306 456,581 (34,222) 422,359

営 業 費 用 304,630 64,776 73,014 442,421 (34,214) 408,207

営 業 利 益 10,192 1,675 2,291 14,160 ( 8) 14,151

前 期 （百万円未満切捨て）

期 間 自 平成１１年 ４ 月 １ 日
至 平成１２年 ３ 月３１日

セグ
メント 食品 ファイン その他 計 消去又は 連結

科 目 全 社

Ⅰ．売上高及び営業損益
売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 598,841 134,573 96,006 829,422 － 829,422
(2) セグメント間の内部売上高 16,047 2,856 47,563 66,467 (66,467) －

計 614,889 137,430 143,570 895,889 (66,467) 829,422

営 業 費 用 590,976 132,419 139,441 862,838 (66,465) 796,372

営 業 利 益 23,913 5,010 4,128 33,051 ( 1) 33,050

（注）１．事業区分は、製品の種類・性質の類似性をもとに区分しております。

（注）２．各事業区分の主要製品

事 業 主 要 製 品
区 分

食 品 「味の素」、「うま味だし･ハイミー」、「ほんだし」、「Ｃｏｏｋ Ｄｏ」、油脂、
植物蛋白、スープ、マヨネーズ、冷凍食品、コーヒー、飲料、チルド乳製品 等

ファイン 各種アミノ酸、アスパルテーム、医薬品、化成品 等

そ の 他 物流、食品流通、各種サービス 等
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２．所在地別セグメント情報

当中間期 （百万円未満切捨て）

期 間 自 平成１２年 ４ 月 １ 日

至 平成１２年 ９ 月３０日
セグ
メント 日本 アジア 米州 欧州 計 消去又は 連結

科 目 全 社

Ⅰ．売上高及び営業損益
売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 361,816 30,853 20,300 27,795 440,765 － 440,765
(2) セグメント間の内部売上高 14,993 2,842 3,127 771 21,734 (21,734) －

計 376,810 33,695 23,427 28,566 462,500 (21,734) 440,765

営 業 費 用 366,122 28,800 23,400 29,202 447,525 (21,734) 425,790

営 業 利 益 10,687 4,895 27 △636 14,974 － 14,975

前年中間期 （百万円未満切捨て）

期 間 自 平成１１年 ４ 月 １ 日
至 平成１１年 ９ 月３０日

セグ
メント 日本 アジア 米州 欧州 計 消去又は 連結

科 目 全 社

Ⅰ．売上高及び営業損益
売 上 高

(1) 外部顧客に対する売上高 345,013 33,917 18,028 25,400 422,359 － 422,359
(2) セグメント間の内部売上高 15,810 4,230 3,383 625 24,050 (24,050) －

計 360,824 38,148 21,411 26,025 446,409 (24,050) 422,359

営 業 費 用 349,764 34,762 21,048 26,682 432,258 (24,050) 408,207

営 業 利 益 11,059 3,386 362 △656 14,151 － 14,151

前 期 （百万円未満切捨て）

期 間 自 平成１１年 ４ 月 １ 日
至 平成１２年 ３ 月３１日

セグ
メント 日本 アジア 米州 欧州 計 消去又は 連結

科 目 全 社

Ⅰ．売上高及び営業損益
売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高 688,276 60,136 35,490 45,518 829,422 － 829,422
(2) セグメント間の内部売上高 31,070 5,617 6,236 2,288 45,213 (45,213) －

計 719,347 65,754 41,726 47,807 874,635 (45,213) 829,422

営 業 費 用 694,826 58,302 41,000 47,456 841,585 (45,213) 796,372

営 業 利 益 24,521 7,451 726 350 33,050 － 33,050

（注）１．国又は地域区分は、地理的近接度により区分しております。

（注）２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域
アジア：東アジア及び東南アジア諸国
米 州：北米及び南米諸国
欧 州：ヨーロッパ諸国及びアフリカ諸国
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３．海外売上高

当中間期 （百万円未満切捨て）

期 間 自 平成１２年 ４ 月 １ 日

至 平成１２年 ９ 月３０日

セグ
メント アジア 米 州 欧 州 計

科 目

百万円 百万円 百万円 百万円

Ⅰ．海 外 売 上 高 36,211 23,749 27,121 87,082

百万円

Ⅱ．連 結 売 上 高 440,765

Ⅲ．連結売上高に占める ％ ％ ％ ％

海外売上高の割合 ８．２ ５．４ ６．２ １９．８

前年中間期 （百万円未満切捨て）

期 間 自 平成１１年 ４ 月 １ 日

至 平成１１年 ９ 月３０日

セグ
メント アジア 米 州 欧 州 計

科 目

百万円 百万円 百万円 百万円

Ⅰ．海 外 売 上 高 37,884 21,897 25,373 85,154

百万円

Ⅱ．連 結 売 上 高 422,359

Ⅲ．連結売上高に占める ％ ％ ％ ％

海外売上高の割合 ９．０ ５．２ ６．０ ２０．２

前 期 （百万円未満切捨て）

期 間 自 平成１１年 ４ 月 １ 日

至 平成１２年 ３ 月３１日

セグ
メント アジア 米 州 欧 州 計

科 目

百万円 百万円 百万円 百万円

Ⅰ．海 外 売 上 高 65,312 40,692 44,820 150,825

百万円

Ⅱ．連 結 売 上 高 829,422

Ⅲ．連結売上高に占める ％ ％ ％ ％

海外売上高の割合 ７．９ ４．９ ５．４ １８．２

（注）１．国又は地域区分は、地理的近接度により区分しております。

（注）２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア：東アジア及び東南アジア諸国

米 州：北米及び南米諸国

欧 州：ヨーロッパ諸国及びアフリカ諸国

（注）３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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６．有価証券

 １．時価のある有価証券

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：百万円）

区　　　　分 当中間連結会計期間

（平成 12 年９月 30 日現在）

その他有価証券 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差　　額

① 株　　　式 49,159 87,856 38,696

② 債　　　権

　　国債・地方債等 － － －

　　社　債 24 　　　　　　　　　　　 25              1

　　その他 － － －

　③　そ　の　他 555 555 0

計 49,738 88,437 38,698

 ２．時価評価されていない主な有価証券

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区　　　　　分 当中間連結会計期間          

（平成 12 年９月 30 日現在）

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額

　①非上場株式（店頭売買株式を除く） 6,890

　②非上場国内債権 175

　③非上場外国債権 4,300

　④マネー・マネジメント・ファンド 2,012

　⑤中国ファンド 　　　　　　  　　　　　　901

　⑥証券投資信託 3,342

　⑦ユーロＣＰ 2,028

　⑧割引債 910
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７．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

１．通貨関連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　　　　　　　　当中間連結会計期間

　　　　　　（平成12年9月30日現在）

契　約　額　等区　　分 種　　類

うち１年超

時　価 評価損益

市場取引以外

の取引

為替予約取引

　売　建

　買　建

オプション取引

  買　建

　　コール

3,050

999

966

     (12）

－

－

－

3,041

1,027

16

9

27

3

　合　　　　計 41

（注）（　　）の金額は通貨オプション取引のオプション料です。

２．金利関連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　　　　　　　　当中間連結会計期間

　　　　　　（平成12年9月30日現在）

契　約　額　等区　　分 種　　類

うち１年超

時　価 評価損益

市場取引以外

の取引

スワップ取引
　変動受取固定支払 1,719 1,400 △　　　　　3 △　　　　　3

　合　　　　計 △　　　　　3

３．商品関連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　　　　　　　　当中間連結会計期間

　　　　　　（平成12年9月30日現在）

契　約　額　等区　　分 種　　類

うち１年超

時　価 評価損益

市場取引 商品先物取引

　買　建 20 － 19 △　　　　　1

　合　　　　計 △　　　　　1



平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 12年 11月 27日

上   場   会   社   名       味の素株式会社 上場取引所 東 大 名 福 京 札

コード番号       2802 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 財務部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　安達弘 TEL (03) 5250 - 8161
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 27日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　　      平成 12年 12月 8日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨て）

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 317,826 0.7 5,617 △ 35.7 10,752 △ 6.9
11年 9月中間期 315,741 0.6 8,729 2.9 11,548 △ 38.5
12年 3月期 614,448 18,049 27,643

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
12年 9月中間期 △ 21,660 - △ 33.35
11年 9月中間期 5,648 11.9 8.70
12年 3月期 14,300 22.02
(注)①期中平均株式数    12年 9月中間期 649,445,433 株   11年 9月中間期 649,445,034 株   12年 3月期 649,445,034 株
     ②会計処理の方法の変更　　 有
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）12年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当 0 円 00 銭 

12年 9月中間期 5.00 －    特別配当 0 円 00 銭 

11年 9月中間期 5.00 －
12年 3月期 － 10.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 676,085 369,214 54.6 568.51
11年 9月中間期 629,702 366,700 58.2 564.63
12年 3月期 618,429 372,104 60.2 572.96
(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期 649,445,592 株   11年 9月中間期 649,445,034 株   12年 3月期 649,445,034 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 620,000 24,000 △ 13,000 5.00 10.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）        △20 円 01 銭



　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
　　　　　

損 益 計 算 書

（百万円未満切捨て）

科 目 １２年９月中間期 １１年９月中間期 増 減 １ ２ 年 ３ 月 期

売 上 高 ３１７,８２６ 100.0% ３１５,７４１ 100.0% ２,０８４ ６１４,４４８ 100.0%

売 上 原 価 ２４０,３１１ 75.6% ２３６,８０２ 75.0% ３,５０９ ４５３,１２６ 73.7%

売 上 総 利 益 ７７,５１４ 24.4% ７８,９３９ 25.0% △ １,４２４ １６１,３２２ 26.3%

販売費及び一般管理費 ７１,８９７ 22.6% ７０,２０９ 22.2% １,６８７ １４３,２７２ 23.3%

営 業 利 益 ５,６１７ 1.8% ８,７２９ 2.8% △ ３,１１２ １８,０４９ 2.9%

営 業 外 収 益 ７,７７６ 2.4% ６,８８３ 2.2% ８９３ １６,９５５ 2.8%

受 取 利 息 ９９ １０８ △ ８ ６６９

受 取 配 当 金 ４,７５４ ３,８０１ ９５３ ８,６３０

雑 収 入 ２,９２２ ２,９７４ △ ５１ ７,６５５

営 業 外 費 用 ２,６４１ 0.8% ４,０６５ 1.3% △ １,４２４ ７,３６１ 1.2%

支 払 利 息 １,１３９ １,１４８ △ ９ ２,３３９

雑 損 失 １,５０１ ２,９１６ △ １,４１４ ５,０２１

経 常 利 益 １０,７５２ 3.4% １１,５４８ 3.7% △ ７９５ ２７,６４３ 4.5%

特 別 利 益 ７,３８０ 2.3% １,４０４ 0.4% ５,９７６ ９,８９２ 1.6%

固 定 資 産 売 却 益 １,５５２ ９１２ ６４０ ５,３０１

投資有価証券売却益 ５,２０６ ５６ ５,１４９ ２,７２８

そ の 他 ６２０ ４３４ １８６ １,８６２

特 別 損 失 ５７,２０２ 18.0% ４,６９３ 1.5% ５２,５０８ １４,２５５ 2.3%

退 職 給 付 会 計 基 準 変 更 時 差 異 ４８,９５５ ４８,９５５

子 会 社 整 理 損 ４,５５６ ４,５５６

課 徴 金 ２,６３６ ２,６３６

そ の 他 １,０５３ ４,６９３ △ ３,６４０ １４,２５５

税引前中間(当期)純利益 ８,２５８ 2.6% △ ８,２５８ ２３,２８０ 3.8%

税 引 前 中 間 純 損 失 ３９,０６９ 12.3% ３９,０６９

法 人 税 ･ 住 民 税 及 び 事 業 税 ５,３３０ 1.7% ３,１４８ 1.0% ２,１８２ ８,６６８ 1.4%

法 人 税 等 調 整 額 △ ２２,７３８ △7.2% △ ５３８ △0.2% △ ２２,２００ ３１１ 0.1%

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ５,６４８ 1.8% △ ５,６４８ １４,３００ 2.3%

中 間 純 損 失 ２１,６６０ 6.8% ２１,６６０

前 期 繰 越 利 益 ３７,１３９ ９,２４９ ２７,８９０ ９,２４９

過年度税効果調整額 ９,６６７ △ ９,６６７ ９,６６７

税効果会計適用に伴う諸準備金等取崩額 １,０５８ △ １,０５８ １,０５８

中 間 配 当 額 － ３,２４７

利 益 準 備 金 積 立 額 － ３２４

中間(当期)未処分利益 １５,４７９ ２５,６２４ △ １０,１４４ ３０,７０３
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貸 借 対 照 表

（百万円未満切捨て）

12年９月中間期 1 ２ 年 ３ 月 期 増 減 11年９月中間期

(12. 9. 30 現在) (12. 3. 31 現在) (11. 9. 30 現在)

（資 産 の 部） ６７６,０８５ ６１８,４２９ ５７,６５５ ６２９,７０２

流 動 資 産 １９９,３３９ １８７,３５０ １１,９８８ １９４,３７５

現 金 ・ 預 金 ６,９３６ １６,９８１ △ １０,０４４ ２１,０５０

受 取 手 形 ９,０４１ ９,１６７ △ １２５ １１,３２０

売 掛 金 １１２,８２１ ９６,７２３ １６,０９８ ９３,３９５

有 価 証 券 ２,００８ ２,７６１ △ ７５３ ３,３２５

商 品・製 品・半 製 品 ３０,８３１ ２９,４７９ １,３５２ ３２,５９４

仕 掛 品 ７,２１３ ４,６５３ ２,５５９ ５,５０９

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 ６,９８３ ６,９２０ ６２ ７,０９８

前 払 費 用 １,３８２ １,１７８ ２０４ １,４２９

短 期 貸 付 金 １,１４８ １,２５０ △ １０２ ８５０

未 収 入 金 １５,１４７ １３,８４３ １,３０４ １２,３２４

繰 延 税 金 資 産 ３,６３０ ３,７３４ △１０４ ３,７６１

そ の 他 流 動 資 産 ４,４８４ ２,４７９ ２,００４ ３,１６０

貸 倒 引 当 金 △ ２,２９０ △ １,８２３ △ ４６７ △ １,４４５

固 定 資 産 ４７６,７４６ ４３１,０７９ ４５,６６７ ４３５,３２６

有形固定資産 １２１,３５６ １２２,４８９ △ １,１３３ １２５,２２２

建 物 ・ 構 築 物 １０６,５３３ １０５,９３８ ５９５ １０４,８１６

機 械 装 置 １５１,９８１ １４９,５８１ ２,４００ １４８,１６６

車 両 ・ 器 具 備 品 ３０,５５７ ３０,１９４ ３６３ ３０,２１５

減 価 償 却 累 計 額 △２０６,６９８ △２０３,００７ △ ３,６９０ △１９８,７７２

土 地 ３５,９５０ ３６,０１１ △ ６１ ３６,３７７

建 設 仮 勘 定 ３,０３０ ３,７７１ △ ７４０ ４,４１９

無形固定資産 ８,４５１ ８,４４１ １０ ８,３８５

投 資 等 ３４６,９３８ ３００,１４８ ４６,７８９ ３０１,７１９

投 資 有 価 証 券 １２１,７９９ ８７,８９１ ３３,９０８ ９９,１６３

子 会 社 株 式 １７１,８４６ １６５,１９０ ６,６５６ １５７,２１６

出 資 金 １,５５１ １,５４６ ５ １,５５８

子 会 社 出 資 金 ３３,５４３ ３２,３９５ １,１４８ ３１,８６６

長 期 貸 付 金 １０９ １０６ ３ １０４

長 期 前 払 費 用 ４４４ ５３２ △ ８８ ６２４

繰 延 税 金 資 産 １２,３８６ ５,６２０ ６,７６５ ６,４４４

そ の 他 の 投 資 等 ５,５０７ ７,５５９ △ ２,０５２ ５,４９２

貸 倒 引 当 金 △ ２５１ △ ６９４ ４４３ △ ７５１

合 計 ６７６,０８５ ６１８,４２９ ５７,６５５ ６２９,７０２
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（百万円未満切捨て）

１2年９月中間期 1 ２ 年 ３ 月 期 増 減 １1年９月中間期

(12. 9. 30 現在) (12, 3. 31 現在) (11. 9. 30 現在)

（負 債 の 部） ３０６,８７１ ２４６,３２５ ６０,５４６ ２６３,００２

流 動 負 債 １５０,９９４ １２７,７４７ ２３,２４６ １４６,１５２

支 払 手 形 ９１６ ４６ ８７０ ２１１

買 掛 金 ８１,７９０ ７０,６１１ １１,１７９ ７７,２９５

短 期 借 入 金 ４,３００ ４,３００ ４,３００

コマ－シャルペ－パ－ ５,０００ ４,０００ １,０００ １９,９９９

１年以内償還予定社債 １０,０００ １０,０００

未 払 金 １４,９２０ １５,５０５ △ ５８５ １６,９１８

未 払 費 用 ２４,３８３ ２４,２２４ １５９ ２３,７２６

未 払 法 人 税 等 ４,９８１ ４,９２２ ５８ ２,４１５

そ の 他 の 流 動 負 債 ４,７０２ ４,１３７ ５６４ １,２８５

固 定 負 債 １５５,８７６ １１８,５７７ ３７,２９９ １１６,８５０

社 債 ６０,０００ ７０,０００ △ １０,０００ ７０,０００

転 換 社 債 １８,３０３ １８,３０４ △ １ １８,３０４

長 期 借 入 金 ８４９ ８４９ ８４９

預 り 保 証 金 １４,０５２ １４,２０１ △ １４８ １４,２５５

退 職 金 引 当 金 １４,０１４ △ １４,０１４ １３,３９０

退 職 給 付 引 当 金 ６１,２７７ ６１,２７７

役 員 退 職 金 引 当 金 １,１３６ １,１３６

債 務 保 証 損 失 引 当 金 ２１０ １,１６７ △ ９５７

そ の 他 の 固 定 負 債 ４７ ４０ ６ ５０

（資 本 の 部） ３６９,２１４ ３７２,１０４ △ ２,８９０ ３６６,７００

資 本 金 ７９,８３６ ７９,８３６ ０ ７９,８３６

法 定 準 備 金 １２６,５７５ １２６,２３１ ３４３ １２５,９０６

資 本 準 備 金 １１１,１２３ １１１,１２３ ０ １１１,１２３

利 益 準 備 金 １５,４５１ １５,１０７ ３４３ １４,７８３

剰 余 金 １４０,６００ １６６,０３７ △ ２５,４３６ １６０,９５７

任 意 積 立 金 １２５,１２１ １３５,３３３ △ １０,２１２ １３５,３３３

中間(当期)未処分利益 １５,４７９ ３０,７０３ △ １５,２２４ ２５,６２４

（うち中間(当期)純利益） ( －) ( １４,３００) (△ １４,３００) ( ５,６４８)

（ う ち 中 間 純 損 失 ） ( ２１,６６０) ( －) ( ２１,６６０) ( －)

その他有価証券評価差額金 ２２,２０２ ２２,２０２

合 計 ６７６,０８５ ６１８,４２９ ５７,６５５ ６２９,７０２
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重要な会計方針

　

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　　（１） 子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法
　　（２） その他有価証券　時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　売却原価は移動平均法により算定）

　　　　　　　　　　　　　 時価のないもの…移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　 総平均法による低価法です。

３．固定資産の減価償却方法

　　（１） 有形固定資産は、定率法を採用しております。
　　　　　 　ただし、平成１０年４月１日以降取得の建物（建物附属設備は除く）の償却
　　　　　 方法は定額法によっております。
　　（２） 無形固定資産は、定額法を採用しております。
　　　　　   なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
　　　　　 く定額法によっております。

４．引当金の計上基準

（１） 貸倒引当金

             一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
 　　　　　ては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　　（２） 退職給付引当金
　　　　　　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
　　　　　 金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を
　　　　　 計上しております。
　　　　　　 なお、退職給付会計基準変更時差異（48,955百万円）については、当中間期
　　　　　 において一括費用処理しております。
　　（３） 役員退職金引当金
　　　   役員退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく当中間期末要支給額
 　　　全額を計上しております。

５．外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

　　　　　   外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換
　　　　　 算差額は損益として処理しております。
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６．リース取引の会計処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

　　　ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用してお

　　　ります。

７．消費税等の会計処理方法

　　　　税抜方式を採用しております。

追加情報

１． 退職給付会計

　　　当中間期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意

　　見書」（企業会計審議会 平成 10年６月 16日））を適用しております。この結果、従来
    の方法によった場合と比較して、退職給付費用は 47,204百万円増加し、経常利益は 1,
　　351百万円減少し、税引前中間純損失は 46,972百万円増加しております。
　　　

２． 金融商品会計

　　　当中間期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意

　　見書」（企業会計審議会　平成 11年１月 22日）） を適用しております。この結果、従
　　来の方法によった場合と比較して、経常利益は 18百万円増加し、税引前中間純損失は 　
　　1,604百万円減少しております。
　　　また 、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券に含まれ
　　る債券のうち、預金と同等の性格を有するものは流動資産の有価証券として 、それ以
　　外は投資有価証券として表示しております。その結果、流動資産の有価証券が 745　百
　　万円減少し、投資有価証券が同額増加しております。 自己株式につきましては、その
　　他流動資産に含めております。

３． 外貨建取引等会計基準

　　　当中間期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改

　　訂に関する意見書」（企業会計審議会　 平成 11年 10月 22日））を適用しております。
　　この変更による損益への影響は軽微であります。

   
　

　　　

　



1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６

注記事項

１．輸出為替手形（信用状なし）割引残高　  １，３６５百万円

２．偶発債務

　　　　　保証債務残高　　　　　　　　　　  １２，７３５百万円
　　　　　経営指導念書による残高　　　　　　　 　 ７０６百万円
　　

  　３．リース取引関係
　　　　    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー
          ス取引に係る注記

（１） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　機械及び装置　　　  　　　　　車  両
　　　　　取得価額相当額　　　　　　　　　  ８ 百万円　  　         　 ４６８ 百万円
　　　　　減価償却累計額相当額　　　　　　　２ 百万円　　    　 　　   ３１０ 百万円
　　　　　期末残高相当額　　　　　          ６ 百万円　　　            １５８ 百万円

　　　　　　　　　　　　　　　        工具備品　              　　　合  計
　　　　　取得価額相当額　　　　     ２，４９７ 百万円　           ２，９７４ 百万円
      　　減価償却累計額相当額　     １，４５８ 百万円　           １，７７１ 百万円
      　　期末残高相当額　　　       １，０３８ 百万円        　　 １，２０３ 百万円

　　     　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等
　　　　　 に占める割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しています。

（２） 未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　　一年以内　　　　  ６０８ 百万円
　　　　　　　　一年超　　　　  　５９５ 百万円
　　　　　　　　合　　計　　　１，２０３ 百万円

　　     　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める割
　　　　　 合が低いため、「支払利子込み法」により算定しています。

（３） 支払リース料及び減価償却費相当額

　　支払リース料　　　　３３０ 百万円
　　減価償却費相当額　　３３０ 百万円

（４） 減価償却費相当額の算定方法

　　     　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

　　　　オペレーティング・リース取引に係る注記

　　　　　

　　　　　未経過リース料　　　１年以内　　　５５百万円

　　　　　　　　　　　　　　　１ 年 超　　　３５百万円
　　　　　　　　　　　　　　　合    計      ９０百万円
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　　４．中間期末日満期手形の処理

　　　　　　中間会計期間末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。

　　　　　従って、当中間会計期間末日は、金融機関の休日であったため中間会計期間末日満

　　　　　期手形が以下の科目に含まれております。

　

　　　　　　受取手形　２３８百万円

　　　　　　支払手形　　６５百万円


	平成１３年３月期中間決算短信(連結)
	１．企業集団の状況
	２．経営方針
	３．経営成績
	４．中間連結財務諸表等
	連結損益計算書
	連結貸借対照表
	連結剰余金計算書
	連結キャッシュ・フロー計算書
	連結財務諸表作成の基本となる重要な事項
	追加情報

	５.セグメント情報
	１．事業の種類別セグメント情報
	２．所在地別セグメント情報
	３．海外売上高

	６．有価証券
	７．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

	平成 13年 3月期個別中間財務諸表の概要
	損益計算書
	貸借対照表
	重要な会計方針
	追加情報
	注記事項


